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「レポート課題」

講師 森本英香

Hidemori1212@gmail.com

環境法は、種々生じる環境保全上の課題に対処するための有力な政策手法の

一つですが、そうした役割を担うが故に、課題の変化に柔軟に対応して、効果

的に機能することが求められています。

したがって、公害、自然保護、廃棄物などの分野毎に、課題がどのように変

化していったか、環境法が課題の変化にどのように対応していったか、今十分

に対応できているか、今後の展望はどうか、という視点が大事です。

つきましては、次のお題から「一つ」選び、上記のような視点に

立って、２０００字～３０００字程度でレポートを記述して下さい。

○締め切りは、7 月３０日（土曜）といたします。

○掲出先は Ｃｏｕｒｓｅ Ｎ＠Ｖｉ です

○不明な場合、お問い合わせは、上記アドレスに。



以下の３つから「一つ」選んで、レポートのテーマとして下さい

○環境法の生成・発展過程について記述して下さい。その際、法と

訴訟の関係についても触れてください。

＊授業でお配りした「環境政策の進化」「答案の書き方―形式面・ビジュアル

にこだわるー」などを参考にしてください。ただし、このお題を選択され

る場合には、授業でお配りしたレジメ（「答案の書き方―形式面・ビジュア

ルにこだわるー」）と同じにならないように工夫をして下さい。

○自然保護の考え方の変遷について記述してください。また、「生

物多様性」とは何かを説明し、自然保護法制に具体的にどのよう

に反映されているかを記述して下さい。

＊ 本資料に添付されている「自然保護の分野」を参考にして下さい。

○廃棄物対策の考え方の変遷について記述して下さい。また、「３

Ｒ」「循環資源」という考え方が、廃棄物法制に具体的にどのよう

に反映されているかを記述して下さい。

＊ 本資料に添付されている「廃棄物の分野」を参考にして下さい。



（別添） 自然保護の分野

１．自然保護の分野での課題の変遷

外貨獲得を目的に風致･景観の保全 ⇒ 貴重な自然の保護 ⇒

身近な自然保護も ⇒ 生物多様性保全

２．生物多様性の概念

（省略）

３．環境法の変遷（生物多様性の概念の立法への反映）

大きくは３つの流れ

・既存法の見直し

自然公園法、自然環境保全法、鳥獣保護法等既存法を見直して、「生物多様性」

の観点を盛り込む作業

・「生物多様性基本法」というプログラム法を作り、今後の立法の方向性を示す

とともに、同法に位置づけられた「生物多様性国家戦略」の策定を通じて、生

物多様性保全の総合戦略を立てる作業

・種の保存法、外来生物法、カルタヘナ法などの制定、鳥獣保護管理法（鳥獣

保護法抜本改正）を通じて、生物種に着目した取組を進める作業

４．今後の課題

・既存法改革が道半ば。

例えば、自然公園法。生物多様性の観点からの地域見直しが行われていない



（参考）

１８７３年（明治６年）太政官通知 １８９５年 狩猟法

１９３１年（昭和６年）国立公園法

１９５７年（昭和３２年）自然公園法

１９７２年（昭和４７年）自然環境保全法

１９９２年 生物多様性条約、種の保存法

１９９５年 生物多様性国家戦略

２００２年 鳥獣保護法（抜本改正）、２００３年 カルタヘナ法、２００４年

外来生物法

２００７年 エコツーリズム推進法、

２００８年 生物多様性基本法、２００９年 自然公園法（抜本改正）

２０１０年里山法（多様な主体の連携による生物多様性保全活動促進法）

２０１３年 鳥獣保護管理法（鳥獣保護法抜本改正）



廃棄物の分野

１．廃棄物の分野での課題の変遷

公衆衛生（疫病予防）

⇒ 多量・有害廃棄物対策（不法投棄対策、有害物に健康・環境被害の

対策、「安かろう悪かろう」「悪貨は良貨を駆逐する」という業界体

質の改善）

⇒ リサイクル対策

⇒ 廃棄物を「循環資源」と捉えた対策

２．法の変遷（「３Ｒ」「循環資源」の概念の立法への反映）

大きくは３つの流れ

２０００年に制定された循環基本法では、処理の優先順位を法制化した。発

生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用（マテリアル・リサイク

ル）、熱回収（サーマル･リサイクル）、適正処分の順。その観点から、現行法制

を見てみると、

１．廃掃法を見直して「循環」の観点を盛り込む作業

１９７０年の公害国会で一般廃棄物と産業廃棄物の区分を行うなど現

行制度の骨格が作られ、累次の改正で、排出者責任の徹底、処理業者

の体質改善に努力

その中で、循環の考え方導入として特筆すべきは、

・１９９１年の改正で、排出量の増大、不法投棄の横行を背景に、「抑

制」「再生利用」を目的化

・１９９７年、リサイクルを促進するために「再生利用認定制度」導入、

広域でのリサイクルを促進する広域認定制度

・廃掃法に基づく基本方針などに、３Ｒ（リデュース、リユース、リサ

イクル）の盛り込み など

２．とはいえ、廃掃法は、廃棄物の適正処分（その一環の減量化としての｢焼

却｣を含む）に重点。リサイクルを促進するために、別途の法律、一連

のリサイクル法を制定



「容器包装リサイクル法」１９９５年（平成７年）、｢自動車リサイクル

法｣１９９７年、「家電リサイクル法」１９９８年、「建設リサイクル法」

２０００年（平成１２年）、「食品リサイクル法」（同年）

これら、リサイクル法の特色・・・拡大生産者責任の導入

また、リサイクル商品の市場化を促進するために「グリーン購入法」２

０００年（平成１２年）

３．「循環型社会形成推進基本法」２０００年（平成１２年）の制定

個別リサイクル法が整備される中、３Ｒ（リデュース、リユース、リ

サイクル）の考え方、「循環資源」の循環的利用、処理の優先順位など

位置づけ、体系化。

今後の大きな方向性を法制化。

また、「循環型社会推進基本計画」の策定を政府に義務づけ、継続的

進展を求める

３．今後の展望・課題

廃掃法の改正、各種リサイクル法の制定でリサイクルは相当進んだ。しかし

ながら、「排出者責任」の徹底に比べて、拡大生産者責任の徹底が遅れている。

例 容器包装リサイクル法

自治体の負担大きい。リサイクルすればするほどコストがかかる。

事業者（容器製造販売、容器入り製品販売）の責任の徹底がはから

れていない。

その結果、ＤｆＥ（リサイクルしやすいような製品デザイン）が進んでお

らず、排出の抑制が進んでいない。

また、循環法で「廃棄物」概念を超え、有価物も含めた｢循環資源｣の考え

方がもりこまれ、また、平成２４年の小型家電リサイクル法のように、廃棄

物中の希少金属資源に着目したリサイクル制度も発足しているが、まだ、端

緒。



（参考）

１９５４年 清掃法

１９７０年 廃掃法（清掃法抜本改正） 公害国会で成立

一般廃棄物と産業廃棄物の区分、処理基準の設定、廃棄物処理業

許可制度導入など

１９７６年 廃掃法改正

１９９１年 廃掃法（抜本改正）・・・排出量の増大、不法投棄の横行を背景に

抜本改正

「抑制」を目的化、事業者などの責任の強化、マニフェスト制度導

入など規制強化、不法投棄取り締まり強化

資源リサイクル法制定

１９９５年（平成７年） 容器包装リサイクル法

１９９７年 廃掃法改正・・・再生利用認定制度導入、ミニアセス制度の導入

など

自動車リサイクル法

１９９８年 家電リサイクル法

２０００年（平成１２年） 循環型社会形成推進法、建設リサイクル法、

食品リサイクル法、グリーン購入法、廃掃法改正

２００３年～２００６年毎年・・・排出者責任の徹底、廃棄物業者の優良化の

徹底

２００６年 容器包装リサイクル法改正

２０１０年 廃掃法改正

２０１２年 小電リサイクル法


